
岐阜県有料老人ホーム設置届等事務処理要領 

 

 （趣旨） 

第１条 この要領は、老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号。以下「法」という。）、老人福

祉法施行規則（昭和３８年厚生省令第２８号。以下「規則」という。）、岐阜県老人福祉法施

行細則（昭和３８年岐阜県規則第１０９号。以下「細則」という。）及び「岐阜県有料老人ホ

ーム設置運営指導指針」（平成１９年７月３１日付け高第３１６号。以下「指針」という。）

に規定する有料老人ホーム設置届等の手続きに関し、必要な事項を定める。 

 

 （市町村長との事前協議） 

第２条 有料老人ホームを設置しようとする者（以下「設置予定者」という。）は、有料老人ホ

ームの設置計画について、設置を予定している市町村（以下「設置予定市町村」という。）に

おける介護保険事業計画との整合性等有料老人ホームの設置のために必要な調整を図るため、

設置予定市町村と協議を行うものとする。  

 

 （知事との事前協議） 

第３条 設置予定者は、前条の規定により設置予定市町村との協議が終了した後、建築基準法（昭

和２５年法律第２０１号）第６条の規定による建築確認（以下「建築確認」という。）を申請

するまでに、知事に対し、別記第１号様式による事前協議書１部を提出し、有料老人ホームの

設置運営計画に係る事前協議を行うものとする。 

２ 既存施設を活用し、その建物を改修することにより有料老人ホームとしての用途に変更しよ

うとする設置予定者は、建築基準法第８７条の規定による用途の変更を申請する前までに、前

項に定める協議を行うものとする。 

３ 知事は、前２項による事前協議書の提出を受けたときは、別記第２号様式により設置予定市

町村長に対し意見書の作成を依頼し、設置予定市町村長は、当該協議に係る意見を文書にて回

答するものとする。 

４ 知事は、第１項又は第２項により設置予定者から提出された事前協議書の内容について、法、

規則、細則及び指針（以下「法令等」という。）に定める要件を具備し、前項に定める設置予

定市町村長の意見書においても設置に問題がないものと認めるときは、事前協議を了承した旨

を別記第３号様式により設置予定者に、別記第４号様式により設置予定市町村長にそれぞれ通

知する。 

 

 （事前協議終了後の変更協議） 

第４条 前条第４項の通知後に事前協議内容に変更が生じたときは、設置予定者は直ちに設置予

定市町村と変更協議を行い、当該変更協議終了後に、別記第５号様式による有料老人ホーム事

前変更協議書１部を知事に提出するものとする。 

２ 知事が前項による事前変更協議書の提出を受けたときの取扱いは、前条第３項を準用する。 

３ 知事は、第１項により設置予定者から提出された事前変更協議書の内容について、法令等に

定める要件を具備し、設置予定市町村長の意見書においても設置に問題がないものと認めると

きは、事前変更協議を了承した旨を別記第３号様式により設置予定者に、別記第４号様式によ

り設置予定市町村長にそれぞれ通知する。 

 

 （設置届） 

第５条 設置予定者は、施設の新築等により建築確認が必要である場合は建築確認後、施設の譲

渡等により建築確認が必要でない場合は建物取得後速やかに、細則第１８条第１項に定める細



則別記第２３号様式により、設置届正副２部を知事に届け出なければならない。 

２ 知事は、前項の設置届を受理したときは、その旨を別記第６号様式により設置予定者に、別

記第７号様式により設置予定市町村長にそれぞれ通知するとともに、健康福祉部高齢福祉課長

（以下「課長」という。）は、前項により提出された設置届の副本１部を添えて別記第８号様

式により設置予定市町村を所管する岐阜地域福祉事務所長又は県事務所長（以下「県事務所長

等」という。）に通知する。 

 

 （設置届受理後における事前変更協議） 

第６条 知事が前条第２項による設置届を受理した旨を通知した日以降に、有料老人ホームの設

置者（以下「設置者」という。）が定員の増加を伴う事業内容の変更又は介護保険事業計画の

観点からの整合性を図る必要のある事業内容の変更を行おうとするときは、設置者は、当該有

料老人ホームが所在する市町村と事前変更協議を行い、当該事前変更協議終了後に、別記第５

号様式による事前変更協議書１部を知事に提出するものとする。 

２ 知事が前項による事前変更協議書の提出を受けたときの取扱いは、第３条第４項を準用する。 

 

 （変更届、廃止届又は休止届） 

第７条 設置者は、法第２９条第２項に定める有料老人ホーム事業の変更が生じたときは、変更

の日から一月以内に、細則第１８条第２項に定める細則別記第２４号様式により、変更届１部

を知事に届け出なければならない。ただし、前条第１項に定める事項について変更が生じると

きは、正副２部を届け出ることとする。 

２ 設置者は、有料老人ホーム事業を廃止し、又は休止しようとするときは、その廃止又は休止

の日の一月前までに、細則第１８条第３項に定める細則別記第２５号様式により、廃止届又は

休止届１部を知事に届け出なければならない。 

３ 知事は、前２項の届出を受理したときは、その旨を別記第９号様式により設置者に通知する

とともに、課長は、別記第７号様式により設置市町村を所管する県事務所長等に通知する。な

お、知事は、第１項ただし書きの届出を受理したときは、その旨を別記第８号様式により設置

市町村長にも併せて通知する。 

 

 （開設後の報告等） 

第８条 設置者は､「有料老人ホーム設置者等からの報告の徴収について」（平成３０年３月３０

日付け老高発０３３０第３号厚生労働省老健局高齢者支援課長通知）に定めるところにより、

設置市町村を所管する県事務所長等に対し、毎年７月３１日までに、次の各号に定める関係書

類を各２部提出しなければならない。 

(1) 直近の事業年度の貸借対照表、損益計算書等の財務諸表 

(2) 設置者が他業を営んでいる場合には、他業に係る前号の関係書類及び親会社がある場合に

は、当該親会社の業務に係る前号の関係書類 

(3) 役員及び施設長に変動があった場合には、当該役員等の履歴書及び役員名簿 

(4) 毎年７月１日現在における重要事項説明書 

２ 設置者は、少なくとも３年ごとに事業収支計画を見直し、前項第１号の財務諸表との乖離が

ある場合は、その原因、対処方針等を設置市町村を所管する県事務所長等に報告するものとす

る。 

 

 （その他） 

第９条 この要領の定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

 



   附 則 

 この要綱は、平成１９年７月３１日から施行する。  

 

   附 則 

 この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。  

 

   附 則 

この要綱は、平成２７年８月３日から施行する。 

 

   附 則 

この要綱は、平成３０年７月１日から施行する。  

 

   附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。  

 

 

別記第１号様式  有料老人ホーム事前協議書 

別記第２号様式  有料老人ホーム設置に係る事前（変更）協議書添付の市（町村）意見書の  

作成について（依頼） 

別記第３号様式  有料老人ホームの設置に係る事前（変更）協議について（通知） 

別記第４号様式  有料老人ホーム設置に係る事前（変更）協議について（通知） 

別記第５号様式   有料老人ホーム事前変更協議書 

別記第６号様式  有料老人ホームの設置について（通知） 

別記第７号様式  有料老人ホームの設置（変更・休止・廃止）について（通知） 

別記第８号様式  有料老人ホームの設置（変更・休止・廃止）について（通知） 

別記第９号様式  有料老人ホームの変更（休止・廃止）について（通知） 

 


